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働き方改革の評価と課題
―「全国就業実態パネル調査」の経年変化からの示唆

萩原　牧子
（リクルートワークス研究所主幹研究員）

孫　　亜文
（リクルートワークス研究所研究員）

2019 年の働き方改革関連法は働き方にどのような変化をもたらしたか。関連法施行前か
らの取り組みや関連法施行後に起きた新型コロナウイルス感染症への対応もあり，関連法
の効果の識別は難しい。そこで本稿では，関連法施行の前後にあたる 2016 年と 2022 年の
働き方について，仕事・職場環境，労働者の厚生，非労働力の状態の 3 つの視点から比較
してその変化を整理することを試みた。仕事・職場環境については，収入が伸び悩む中で，
労働時間は減少しており，長時間労働は是正される方向にあることが確認された。その一
方で，30 歳代における業務負荷の増大，ハラスメントの認知の高まり，精神的な不調の
増加がみられた。雇用形態にかかわらない公正な待遇については，中高年層の不本意非正
規比率がやや高く，職務や処遇の再設計が求められていることがわかった。労働者の厚生
の変化では，「働きすぎ」によるワーカホリックのスコアの増進がみられた。男女 20 歳代
は，ワーク・ライフ・バランスのストレスを持つ人の割合が減り，仕事満足度が高まり，キャ
リア展望が開ける方向にあったが，男性 50 歳以上ではワーク・ライフ・バランスストレ
スは悪化し，女性 40 歳代以上はキャリア展望のスコアが低くなっていた。これらの結果は，
働き方改革関連法が目指す社会に向けて，労働者の働き方が変化しているとともに，働き
方の負荷増大への対応，心理的な疲労の回復，公正な処遇の実現などの課題が残されてい
ることを示している。
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Ⅰ　は じ め に

　2019 年 4 月から「働き方改革関連法（働き方改

革を推進するための関係法律の整備に関する法律）」
（以下，関連法）が順次施行された。その目的は，
長時間労働の是正，多様で柔軟な働き方の実現，
雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保などに
より，「働く人々がそれぞれの事情に応じた多様
な働き方を選択できる社会を実現し，働く人々一
人ひとりがよりよい将来の展望を持てるようにす
ること」にあった。
　では，この法改正によって，労働者の働き方が
どのように変わり，その厚生は高まったのだろう

（東洋大学教授）
久米　功一

特集●健康経営



No. 762/January 2024 63

論　文　働き方改革の評価と課題

か。この問いに答えることは，人々の働き方の現
状を把握するだけでなく，法改正の有効性や妥当
性を評価する上でも重要である。しかし，その評
価にあたっては，2 つの困難がある。第一は，関
連法の効果を識別することの難しさである。関連
法は，働き方改革に関する一連の取り組みの集大
成であり，関連法施行の時点ですでに働き方改革
の一部が行われていた可能性が高い。また，2020
年には，新型コロナウイルス感染症の拡大に伴
い，働き方の変化を余儀なくされて，テレワーク
が急速に普及した。このように，関連法施行の
2019 年前後には，すでに起きていた変化と予期
せぬ変化が相まっているため，関連法そのものの
効果として識別することが難しい。第二に，関連
法は，労働基準法や労働契約法など 8 本の労働法
を改正するものであり，それらに相互依存性があ
ることに加えて，高年齢者雇用安定法など，他の
法律の改正も行われており，働き方の変化の真因
を 1 つの法改正に求めることが難しい。
　本稿では，このような分析上の困難を認識しつ
つ，関連法前後での働き方の変化を概観すること
により，働き方改革によって人々の働き方が関連
法の目指した方向に向かっているのかをチェック
し，今後の労働政策のあり方や研究上の課題につ
いて整理する。本稿の構成は以下の通りである。
Ⅱで，働き方改革の全体像を労働生産性の観点か
ら包括的に整理し，Ⅲでは，本稿の分析で用いる
データを説明する。Ⅳで，働き方改革の進展とそ
の効果を概観し，Ⅴでまとめとインプリケーショ
ンについて述べる。

Ⅱ　働き方改革と生産性の関係

　はじめに，2019 年の関連法施行に至るまでの
働き方改革の道のりをみておきたい。少子高齢化
による構造的な問題の解決策として，2015 年 10
月に政府が掲げたビジョンが「一億総活躍社会」
であった。2016 年 6 月に閣議決定された「ニッ
ポン一億総活躍プラン」では，「一人ひとりが家
庭や地域や職場で自分の力を発揮し，生きがいを
もてる社会」「あらゆる場で誰もが活躍できる，
全員参加型の社会」が志向された。同年 9 月に働
き方改革実現会議が設置されて，2017 年 3 月に

「働き方改革実行計画」が取りまとめられた。具
体的には，非正規雇用の処遇改善のほか主に 9 つ
のテーマが掲げられた（表 1・A）。こうした流れ
を背景として，労働者がそれぞれの事情に応じた
多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方
改革を推進するために，2018 年 7 月に関連法が
公布され，2019 年 4 月より順次施行されるに至っ
た。関連法の主な内容は表 1・B の通りであり，
A の実行計画を踏襲していることがわかる。
　表 1 のテーマを整理すると，大きく 4 つに分け
られる：①いわゆる働き方改革（長時間労働の是
正），②多様な労働力の活用（女性・高齢者・外国
人の活用），③適正な評価・報酬システム（雇用形
態による格差の是正，同一労働・同一賃金），④プロ
フェッショナル人材の活用である。これらのテー
マは，同時多発的に進行しているが，互いにどの
ような関係にあり，どのような成果をもたらすの
だろうか。
　図 1 は，働き方改革が本格化する前の 2015 年
に，筆者らが東証一部上場企業 176 社の回答をも

表 1　実行計画（2017 年）と関連法（2019 年施行）

A．働き方改革実行計画の 9 つのテーマ B．働き方改革の 9 つのポイント
（1）非正規雇用の処遇改善
（2）賃金引き上げ・労働生産性向上
（3）長時間労働の是正
（4）転職・再就職支援
（5）柔軟な働き方
（6）女性・若者の活躍
（7）高齢者の就業促進
（8）子育て・介護と仕事の両立
（9）外国人材受け入れ

（1）時間外労働の上限規制
（2）「勤務時間インターバル制度」の導入促進
（3）年次有給休暇の確実な取得（時季指定）
（4）労働時間状況の客観的な把握
（5）「フレックスタイム制」の拡充
（6）「高度プロフェッショナル制度」の導入
（7）月 60 時間超残業に対する割増賃金引き上げ
（8）雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保
（9）産業医の権限強化
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とに，さまざまな観点から遂行される人事施策と
労働生産性との関係を整理したものである（大久
保・久米 2016）。これによると，労働生産性向上
は，イノベーションによる付加価値の増加と労働
時間などの投入量の削減によってもたらされる。
多様な労働力の活用（ダイバーシティ＆インクルー
ジョン）とプロフェッショナル人材育成はイノ
ベーションに対して正の相関をもち，効率的な働
き方やジョブ・アサインメントは労働時間と負の
相関をもつことがデータから示されている 1）。
　この図に即していえば，働き方改革とは，これ
らの 4 つの観点からの包括的な取り組みである。
なかでも長時間労働の削減は，女性や高齢者など
の多様な人材の労働参加の前提であり，かつ，効
率的な働き方の実現のためには，職務や処遇の見
直しが不可欠となる。多様な人材の活用と適切な
職務と処遇の実施は，プロフェッショナル人材の
活用を促し，付加価値の増大を生む。つまり，図
1 にもとづけば，生産性向上のサイクルの起点は，
なによりも働き方改革による労働時間の削減にあ
るといえる。

Ⅲ　JPSED による検証

　では，働き方改革はどの程度進展したのだろう
か。図 1 で示されたような好循環を描いているの

か。本稿では，リクルートワークス研究所の「全
国就業実態パネル調査（以下，JPSED）」の個票
データを用いた分析を行う 2）。全国の男女約 5
万～6 万人規模のインターネットモニター調査で
あり，この調査を用いる利点として，2016 年よ
り毎年 1 回実施しており経年変化を把握できるこ
と，サンプルウェイトを用いることで集計値の代
表性を担保できること，公的統計にはない，労働
の実態を測るユニークな設問があることが挙げら
れる。

１　分析の範囲と対象

　本稿の分析では，関連法が施行された 2019 年
の前後を比較することを目的とし，かつ，新型コ
ロナウイルス感染症拡大直後の経済活動の停滞の
影響を避けるために，働き方改革の機運が高まり

「働き方改革実現会議」が設置された 2016 年を始
点として，JPSED の直近の調査となる 2022 年を
終点とする比較を行う。ただし，一部の分析で
は，データの制約により 2018 年を始点とする。
この 6 年間には，3 つの変化が含まれる。具体的
には，2016 年 9 月以降の働き方改革の一連の取
り組み（工程表）による就業慣行・慣習の継続的
な変化，2019 年 4 月以降の関連法施行による強
制的な変化，2020 年 3 月以降の新型コロナウイ
ルス感染症拡大への対応による外生的（かつ一時

出所：大久保・久米（2016）から一部修正

図 1　労働生産性の持続的向上モデル
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的・継続的）な変化である。これらの変化の 1 つ
だけに働き方の変化の起因を求めることは難し
く，本稿の分析結果の解釈においても，これらの
時間軸の違いに留意する必要がある。
　主な分析対象は，雇われて働いている人（役員
を除く）とする。一億総活躍社会というビジョン
の実現を考えると，自営業者や非労働力を含めた
すべての人を分析の対象にすべきであるが，実行
計画や関連法のテーマの多くが雇用者を対象とし
ていることに鑑みて，本稿では雇用者に限定した
分析を行う。ただし，分析テーマによっては，仕
事に就いていない人も分析の対象とする。

２　分析の視点

　分析では，個人属性の違いに着目する。具体的
には，性別・年齢階層別（男女 2 区分×20～69 歳
の 10 歳刻みの 5 つの年齢区分），所得階層別（所得
分布の 20％毎に区分），性別・雇用形態別（男女×
正社員・非正社員），職種別（45 分類）に集計をす
る。定量的な設問に関しては，単位（時間，万円
など）やスコアをそのまま用い，定性的な設問に
対して 5 段階の選択肢で回答するものは，「あて
はまる」「どちらかというとあてはまる」場合に
1，「どちらともいえない」「どちらかというとあ
てはまらない」場合に 0 の値をとる二値変数に変
換して％表示した。集計では，2017 年調査と
2023 年調査のクロスセクションウェイト xa17 と
xa23 を用いた。なお，サンプルサイズは 2016 年
31531，2022 年 36924 である。
　分析の視点として，2016 年から 2022 年までの
6 年間での以下の 3 点の変化を追う。第 1 は，労
働そのものの変化である。仕事の質や職場環境の
改善がどの程度なされたのか，労働時間，業務量
の増減，雇用形態間の格差などを確認する。第 2
は，労働者の内的な変化である。ワーク・エンゲ
イジメントや仕事満足度，ワーク・ライフ・バラ
ンスの満足度から労働者の厚生を評価する。第 3
は，労働市場の外の変化である。働き方改革がも
たらした労働や労働市場の質の改善は，潜在的な
労働意欲を引き出しているか。非労働力のうちの
就業希望者の行動から評価する。

Ⅳ　JPSED でみる 2016 年から 2022 年
への変化

１　仕事・職場環境・処遇の変化

（1）労働時間・年収・時給
　労働市場の概況として，週労働時間，年収（名
目ベース），時給の変化を確認した（表は割愛）3）。
2016 年の週労働時間は 37.7 時間，2022 年は 35.9
時間であり，年平均で 0.8％減少していた。主な
仕事からの年収は，2016 年 328.3 万円，2022 年
349.6 万円，年率 1.0％伸びており，時給の伸びは，
年率 1.9％（2016 年 1631.0 円，2022 年 1824.9 円）で
あった 4）。性別・年齢階層別でみると，2022 年
の男性 40～59 歳の週労働時間が約 43 時間と長
かった。男女ともに 20～29 歳の労働時間の減少
が大きく（年率で男性－1.9％，女性－1.6％），60 歳
代では年率 0.6～0.7％で増加していた 5）。同じ 60
歳代でも男性よりも女性のほうが年収・賃金の伸
び（年率約 2～3％）が大きかった。所得階層別で
は，所得下位 20％の人は，週労働時間の減少が
大きく（年率－1.6％），時給は年平均 3.6％で増加
していた。雇用形態別では，男女ともに非正社員
の時給の伸びは年率 2.4％と高かった。
　以上のように，給与総額が伸び悩む中で，労働
時間の短縮が時間当たりの収入を高めており，若
年層や低所得層の生産性（労働時間減少，給与上
昇）の伸びが大きかった一方，高年齢者では，労
働時間が長くなっていたことが確認された。

（2）長時間労働の是正
　働き方改革の最優先課題は，長時間労働の是正
である。週残業時間の平均をみると（表 2），2022
年は 2.66 時間で 2016 年より 1.11 時間減少してい
た。男性 20～39 歳，所得階層が中高所得 60-
80％，男性正社員で残業時間の減少が顕著であ
る。週 40 時間を超えて働く人は，全体で 2022 年
は 26.6％いる。2016 年との比較では，男性 20～
39 歳の減少幅が 11～12％ポイントと大きかった。
改正労働基準法で定められた残業時間の上限であ
る「月に 45 時間・年に 360 時間」（第 36 条第 4
項）に関しては，2022 年時点でも全体の 6.1％，
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男性 30～59 歳の 10～12％は月 45 時間を超えて
いた 6）。特別条項付き 36 協定を労使で締結して
いるかは定かではないが，JPSED が労働者調査
であることに鑑みると，月 45 時間を超えた残業
が隠れて行われていた可能性もある。2021 年 7
月に閣議決定された「過労死等の防止のための対
策に関する大綱」では，週労働時間 40 時間以上
の雇用者のうち，週労働時間 60 時間以上の雇用
者の割合を 2025 年までに 5％以下にするという
数値目標が打ち出された。この点に関して，2022
年は全体で 7.0％であり，現状のペースでは目標
達成は 2027 年と試算された。全体として，週残
業時間や残業のある雇用者の割合は減少傾向にあ
るが，改正労働基準法が定めた残業時間の上限の
遵守や大綱の数値目標の達成は道半ばである。
　2019 年 4 月施行の残業時間の上限規制では，
工作物の建設の事業，自動車運転の業務，医業に
従事する医師，鹿児島県及び沖縄県における砂糖
を製造する事業に対しては，改正法適用が 5 年間
猶予された。この点をみるために，サンプルサイ
ズが 100 以上の職種別に月 45 時間以上の超過労

働時間を求めた。図 2 によると，ドライバーの約
35％，医師・歯科医師などの約 10％が月 45 時間
以上の残業を行っており，適用猶予事業・業務の
法対応が懸念される。

（3）有給休暇取得率，柔軟な働き方の進展
　2019 年 4 月より，法定の年次有給休暇付与日
数が 10 日以上のすべての労働者に対し，毎年 5
日，年次有給休暇を確実に取得させることが義務
化された。さらに政府は「過労死等防止対策大
綱」で 2025 年までに年次有給休暇取得率を 2025
年までに 70％以上とする目標を掲げている。こ
の点に関して，表 3 で JPSED で有給休暇取得率
75％を超える割合をみると 7），ほとんどの属性で
50％に達していなかった。数値目標の達成のため
には，半日や時間単位での有給休暇の取得も方策
として考えられるが，心身の疲労を回復しゆとり
ある生活を保障するという休暇の本来の目的に鑑
みると，1 日単位や連続休暇の取得に向けて，業
務量を大幅に調整するなどの取り組みが求められ
ているといえる。

表 2　週残業時間，残業のある人の割合

週残業時間
（時間）

残業あり（％）
（週 40 時間を超える）

残業あり（％）
（月 45 時間を超える）

週労働時間 40 時間以上の
雇用者のうち，週労働時間が

60 時間以上の割合（％）
2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16

全体 2.66 3.76 －1.11 26.6 32.6 －6.0 6.1 9.7 －3.6 7.0 11.3 －4.3
男性 20～29 歳 2.89 5.15 －2.27 27.6 40.5 －12.9 6.4 14.6 －8.2 8.0 15.6 －7.6
　　 30～39 歳 4.41 6.82 －2.41 41.9 53.5 －11.5 10.7 17.9 －7.2 8.9 15.2 －6.3
　　 40～49 歳 5.15 6.84 －1.69 46.2 54.9 －8.6 12.5 18.1 －5.6 10.1 15.8 －5.7
　　 50～59 歳 4.67 4.87 －0.19 44.3 43.3 1.1 10.1 11.9 －1.8 8.5 10.5 －2.0
　　 60～69 歳 2.01 1.93 0.08 21.4 19.2 2.2 4.8 5.0 －0.2 5.2 6.4 －1.1
女性 20～29 歳 1.69 2.80 －1.12 19.1 25.6 －6.5 3.6 7.2 －3.6 4.8 9.2 －4.4
　　 30～39 歳 1.57 1.99 －0.42 19.0 21.2 －2.2 3.3 4.7 －1.3 3.8 5.8 －1.9
　　 40～49 歳 1.31 1.65 －0.35 15.5 17.7 －2.2 2.5 3.5 －0.9 3.5 5.1 －1.6
　　 50～59 歳 1.19 1.37 －0.18 14.9 15.6 －0.6 2.2 3.4 －1.2 3.2 4.9 －1.6
　　 60～69 歳 0.70 0.77 －0.06 7.7 8.9 －1.1 1.4 2.2 －0.9 3.9 6.0 －2.2
所得下位 20％ 0.46 0.92 －0.46 3.8 7.2 －3.4 1.4 2.8 －1.4 11.2 14.9 －3.7
　20-40％ 1.26 1.97 －0.71 15.3 18.9 －3.7 2.7 5.4 －2.7 3.4 7.7 －4.3
　40-60％ 2.85 4.12 －1.27 30.7 38.4 －7.7 6.6 10.4 －3.8 5.6 8.9 －3.3
　60-80％ 4.09 6.03 －1.94 39.3 49.8 －10.5 9.2 15.7 －6.5 7.8 13.1 －5.3
所得上位 20％ 5.07 6.02 －0.95 48.4 51.0 －2.5 11.6 14.8 －3.2 9.1 13.0 －3.9
男性正社員 4.80 6.49 －1.69 45.1 52.7 －7.6 11.3 16.9 －5.6 9.0 14.2 －5.2
　　非正社員 1.06 1.96 －0.90 11.2 18.1 －6.9 2.4 5.5 －3.1 4.9 9.4 －4.5
女性正社員 2.29 3.13 －0.84 27.6 33.9 －6.3 4.7 7.1 －2.4 3.7 5.5 －1.7
　　非正社員 0.45 0.72 －0.26 5.2 6.6 －1.3 1.1 2.1 －1.0 5.1 8.2 －3.1
注：2022 は JPSED2023，2016 は JPSED2017 より集計
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　柔軟な働き方について，勤務日，勤務時間，勤
務場所を選べた人の割合をみると，2022 年では
それぞれ 33.7％，26.8％，17.7％であった。2016
年に比べて全体では2.4～4.9％ポイント高かった。
20 歳代は男女ともに，勤務日や勤務時間などの
柔軟性が高く，年齢階層が 50～59 歳になるほど，
柔軟な働き方を選びにくくなっていた。所得が低
い層や非正社員は，柔軟な働き方を選べる割合が
高かった。
　ここで注目したいのは，所得上位 20％層の柔
軟な働き方が 6 年間で勤務時間 11.4％ポイント，
勤務場所 12.6％ポイントも高まった点である。こ
の背景には，テレワークの浸透があると考えられ
る。2016 年にテレワークを実施した人は年齢階
層や所得階層を問わず約 1～2％に過ぎなかった
が，新型コロナウイルス感染症拡大後にあたる
2022 年には，全体で 11.4％になった。所得階層が
高いほど，勤め先のテレワーク制度導入（59.6％）

が進み，本人のテレワーク実施率（26.0％）も高
い。これらの結果は，柔軟な働き方を推進するた
めには，テレワークのような新しい技術の活用が
有効であり，年齢や雇用形態，職種を問わず，そ
の活用の可能性を広げ，同時に，テレワークの生
産性を高めていく必要があることを示唆してい
る 8）。

（4）職場環境の変化
　働き方改革前後での職場環境の変化をみてみよ
う（表 4）。「処理しきれないほどの仕事であふれ
て い た 」 と 回 答 し た 人 は，2022 年 は 全 体 で
24.0％であるが，男女 30 歳代と 50 歳代で 1.6～
4.7％ポイント増加している。また，非正社員は
微減だが，正社員は微増しており，労働時間の削
減が業務密度を高めたと推測される 9）。「性別・
年齢・国籍・障がいの有無・雇用形態によって差
別を受けた人を見聞きしたことがあった」が，

図 2　職種別月 45時間以上の超過労働時間の割合
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表 3　有給休暇取得率 75％を超える割合，柔軟な働き方，テレワーク

有給休暇取得率 75％
を超える割合（％）

勤務日を選べた
（％）

勤務時間を選べた
（％）

勤務場所を選べた
（％）

テレワーク実施率
（％）

テレワーク制度あり
（％）

2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16

全体 45.4 33.2 12.2 33.7 30.0 3.7 26.8 21.9 4.9 17.7 15.2 2.4 11.4 1.5 9.8 31.2 4.9 26.3

男性 20～29 歳 47.4 30.3 17.1 41.5 33.2 8.3 34.9 24.2 10.7 24.8 18.7 6.1 11.7 2.1 9.6 33.0 5.8 27.2
　　 30～39 歳 46.1 31.5 14.6 23.1 19.1 4.0 20.2 13.9 6.4 14.9 10.3 4.6 14.6 2.0 12.6 40.4 6.7 33.7
　　 40～49 歳 41.0 30.0 11.0 19.4 14.8 4.6 17.8 11.4 6.4 13.5 7.7 5.8 15.4 1.8 13.6 41.5 6.0 35.5
　　 50～59 歳 42.0 33.2 8.8 19.1 17.1 2.1 19.4 12.9 6.5 14.1 8.2 5.9 16.2 1.5 14.7 43.1 6.0 37.1
　　 60～69 歳 47.2 39.1 8.2 31.4 31.5 －0.1 23.8 20.9 2.9 15.4 14.4 1.0 11.9 1.5 10.4 34.1 4.2 29.9
女性 20～29 歳 45.3 30.6 14.7 45.8 41.2 4.6 37.5 28.4 9.1 24.6 19.9 4.7 9.3 1.1 8.2 25.1 3.4 21.7
　　 30～39 歳 49.4 36.3 13.1 36.2 36.7 －0.5 28.3 28.1 0.2 16.8 18.2 －1.4 11.1 1.4 9.6 27.7 4.5 23.2
　　 40～49 歳 48.6 35.8 12.8 40.3 38.1 2.2 29.2 28.6 0.6 17.5 19.1 －1.6 9.6 0.9 8.7 25.2 3.5 21.7
　　 50～59 歳 46.5 36.2 10.2 37.9 38.2 －0.4 26.8 27.0 －0.2 16.7 18.5 －1.8 8.3 1.3 7.0 24.8 3.8 21.0
　　 60～69 歳 46.8 36.6 10.2 46.3 45.0 1.3 33.1 33.7 －0.7 19.7 24.4 －4.7 4.3 1.3 3.0 16.4 2.1 14.3

所得下位 20％ 38.0 26.6 11.4 61.6 58.1 3.5 46.4 44.2 2.2 27.4 30.6 －3.2 3.5 1.5 2.0 11.4 3.3 8.1
　20-40％ 52.3 37.5 14.8 38.0 38.1 －0.1 26.2 26.6 －0.4 15.5 18.9 －3.4 4.9 1.1 3.8 19.9 2.9 17.0
　40-60％ 49.2 34.6 14.6 25.1 21.9 3.2 16.9 13.2 3.7 12.1 10.9 1.2 9.8 1.2 8.6 29.3 3.9 25.4
　60-80％ 44.7 32.6 12.1 20.4 16.9 3.5 17.0 11.6 5.4 12.4 8.1 4.3 14.4 1.6 12.8 39.7 5.4 34.3
所得上位 20％ 44.1 35.4 8.6 18.6 12.7 5.9 24.2 12.8 11.4 19.3 6.7 12.6 26.0 2.6 23.3 59.6 9.5 50.1

男性正社員 44.3 32.2 12.1 19.7 15.2 4.5 19.1 11.8 7.3 14.4 8.0 6.4 16.2 2.0 14.2 43.5 6.7 36.8
　　非正社員 43.7 31.6 12.1 48.0 43.4 4.5 34.9 29.1 5.8 22.1 22.0 0.1 6.8 1.2 5.6 21.1 3.6 17.5
女性正社員 47.3 34.5 12.8 22.7 19.3 3.4 17.5 12.0 5.5 12.8 8.4 4.4 13.6 1.4 12.2 32.1 4.6 27.5
　　非正社員 46.4 34.9 11.5 56.6 54.6 2.0 41.9 41.6 0.4 24.3 28.3 －4.0 4.5 1.0 3.5 16.7 2.9 13.8

注：2022 は JPSED2023，2016 は JPSED2017 より集計

表 4　職場環境の変化

処理しきれない 差別を見聞きした ハラスメントを
見聞きした けがをした人がいた 精神的に病んだ人がいた

2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16

全体 24.0 23.6 0.4 7.6 8.1 －0.5 18.5 17.0 1.5 13.0 12.9 0.0 21.4 19.1 2.3

男性 20～29 歳 25.6 28.2 －2.6 10.4 10.0 0.4 16.6 18.4 －1.8 16.1 19.4 －3.3 22.0 21.2 0.8
　　 30～39 歳 33.9 30.5 3.4 9.2 8.8 0.4 22.8 19.1 3.7 17.7 15.6 2.2 27.8 22.6 5.2
　　 40～49 歳 30.3 29.7 0.6 7.1 7.7 －0.6 20.4 17.6 2.8 15.4 14.0 1.4 25.0 21.8 3.2
　　 50～59 歳 24.1 21.7 2.4 5.7 6.8 －1.1 19.4 16.5 2.9 14.5 13.5 1.0 23.3 19.6 3.7
　　 60～69 歳 11.1 10.1 1.0 4.3 5.7 －1.5 12.6 9.3 3.3 11.9 9.7 2.2 14.7 11.0 3.7
女性 20～29 歳 24.7 24.6 0.1 9.5 9.2 0.3 17.2 18.7 －1.5 11.4 14.3 －2.9 24.5 23.7 0.8
　　 30～39 歳 27.6 22.9 4.7 8.9 9.0 －0.1 21.5 19.7 1.8 11.9 12.0 －0.1 24.2 20.5 3.7
　　 40～49 歳 23.1 24.0 －0.9 7.5 8.6 －1.1 20.4 18.7 1.7 10.5 10.2 0.3 21.2 19.6 1.7
　　 50～59 歳 22.6 21.0 1.6 6.6 8.5 －1.9 19.5 17.5 2.0 10.8 10.6 0.2 19.4 15.9 3.5
　　 60～69 歳 15.1 14.2 1.0 7.7 7.1 0.5 15.6 12.4 3.1 9.4 7.6 1.8 12.9 10.5 2.4

所得下位 20％ 15.0 15.3 －0.3 7.0 6.5 0.5 12.1 11.8 0.3 9.4 9.1 0.3 11.7 11.6 0.1
　　20-40％ 19.5 19.7 －0.3 7.5 8.9 －1.4 17.8 17.7 0.1 12.1 13.4 －1.3 18.5 17.7 0.9
　　40-60％ 24.9 23.7 1.2 8.2 8.5 －0.3 19.3 17.5 1.8 14.2 14.3 －0.1 22.9 19.7 3.2
　　60-80％ 28.6 28.4 0.2 7.8 8.4 －0.6 21.3 18.8 2.5 15.1 14.7 0.5 25.7 21.6 4.0
所得上位 20％ 34.3 32.3 2.0 7.6 8.0 －0.5 23.6 19.6 4.0 14.9 13.8 1.1 30.1 26.0 4.1

男性正社員 29.3 28.3 1.0 7.6 7.9 －0.3 20.5 17.5 3.0 16.0 15.0 1.0 25.5 21.6 3.9
　　非正社員 13.8 14.9 －1.0 6.3 7.3 －1.0 12.1 12.9 －0.8 11.9 12.6 －0.7 13.3 13.6 －0.3
女性正社員 29.4 28.2 1.2 8.9 10.1 －1.2 23.0 20.8 2.1 12.3 12.9 －0.6 26.8 23.2 3.5
　　非正社員 16.9 17.3 －0.4 7.3 7.4 －0.1 15.3 15.6 －0.2 9.4 9.8 －0.4 15.0 15.1 0.0

注：2022 は JPSED2023，2016 は JPSED2017 より集計

2016年と比べて微減して7.6％にとどまっている。
多様な労働力が受け入れられる方向と合致してい
る。「セクハラを受けたという話を見聞きした事
があった」と回答した人は，18.5％であり，ほぼ
すべての年齢階層で微増している。2019 年に改

正された労働施策総合推進法は，事業主に職場に
おけるパワーハラスメントの防止対策を講じるこ
とを義務付けている。これにより，職場における
ハラスメント意識が高まり，ハラスメントの実態
が顕在化したと考えられる 10）。「身体的な怪我を
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負う人が発生した」と回答した人は 13.0％であ
り，男性正社員は 16.0％とやや高い。「ストレス
によって，精神的に病んでしまう人が発生した」
と回答した人は 21.4％おり，2016 年と比べて
2.3％ポイント増加している。とくに正社員に顕
著であった。これらの結果は，働き方改革の前後
を比較すると，職場環境の整備が十分には進んで
おらず，業務負荷の増大と偏在，精神面での不調
を生んでいることを示している。

（5�）不本意非正規比率，雇用形態にかかわらな
い公正な待遇

　非正規雇用の処遇改善，雇用形態にかかわらな
い公正な待遇の確保に関して，性別・雇用形態別
に 2020 年と 2016 年の時給（時間当たり収入）か
らみると，男性正社員（2022 年 2422.9 円，2016 年
2191.6 円，年平均伸び率 1.7％），男性非正社員（順
に 1359.9 円，1179.6 円，2.4％），女性正社員（2022
年 1851.1 円，2016 年 1605.0 円，年平均伸び率 2.4％），
女性非正社員（順に 1124.9 円，974.9 円，2.4％）で
あり，雇用形態間での時給の差には大きな変化は
見られなかった 11）。
　次に，不本意非正規の割合をみてみよう。不本
意非正規とは，「正規の職員・従業員の仕事がな

いから」という理由で非正規の仕事に就いている
場合をいう。経済状況が良く，正社員の求人が増
えれば，不本意非正規は減少する 12）。これに加
えて，雇用形態による処遇格差が是正され，同一
労働同一賃金の原則が徹底されれば，雇用形態の
違いによる処遇の差に関する合理的な説明がなさ
れて，不本意非正規の割合も減少すると考えられ
る。
　JPSED をみると（図表 5・左），不本意非正規
率は，2016 年 6.9％から 2022 年 5.1％に減少して
いるが 13），男性では若年層 20-39 歳（約 3％）よ
りも，高年齢層 60-69 歳（10.6％）の不本意非正
規率が高いという特徴がある。少子高齢化に伴う
人手不足の中で，不本意非正規の問題は若年層か
ら高年齢者に移ってきている。
　雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保につ
いて 14），JPSED では非正規雇用者に対して「自
分と同様の働き方をしている正規の職員・従業員
がいる」「自分と同様の働き方をしている正規の
職員・従業員への評価と比較し，自分の働き方に
対する評価が不合理ではなく公正だと感じた」か
どうかを質問している。ただし，この設問は
JPSED2019 年調査からであるため，2022 年と
2018 年の比較となる。表 5・右によると，非正規

表 5　不本意非正規比率（左），雇用形態にかかわらない公正な待遇（右）

非正規雇用に占める
不本意非正規の比率

2022 2016 Δ22-16
全体 5.1 6.9 －1.8
男性 20～29 歳 3.0 5.9 －2.9
　　 30～39 歳 2.9 4.6 －1.7
　　 40～49 歳 4.0 4.6 －0.6
　　 50～59 歳 4.2 5.8 －1.6
　　 60～69 歳 10.6 12.6 －2.0
女性 20～29 歳 3.2 5.5 －2.3
　　 30～39 歳 4.8 7.1 －2.3
　　 40～49 歳 5.3 9.0 －3.7
　　 50～59 歳 7.7 9.7 －2.0
　　 60～69 歳 6.9 9.3 －2.5
所得下位 20％ 4.8 7.0 －2.2
　　20-40％ 12.7 16.0 －3.2
　　40-60％ 5.8 8.5 －2.7
　　60-80％ 1.5 2.2 －0.7
所得上位 20％ 0.4 0.4 0.0
注：�2022 は JPSED2023，2016 は JPSED2017 よ

り集計

同じような正社員がいる
（％）

自分の働き方に対する評価
は公正だと感じた（％）

2022 2018 Δ22-18 2022 2018 Δ22-18
全体 35.5 35.1 0.4 32.9 30.9 2.1 
男性 20～29 歳 29.1 31.4 －2.2 46.2 40.5 5.7 
　　 30～39 歳 37.3 38.4 －1.1 37.3 30.7 6.6 
　　 40～49 歳 35.9 36.8 －0.9 23.1 26.0 －2.9 
　　 50～59 歳 42.1 39.1 3.0 26.8 24.4 2.4 
　　 60～69 歳 43.4 41.9 1.5 30.5 28.5 2.0 
女性 20～29 歳 33.7 35.5 －1.8 42.4 36.7 5.7 
　　 30～39 歳 32.9 35.4 －2.4 30.5 32.3 －1.8 
　　 40～49 歳 34.5 33.7 0.8 31.8 28.6  3.2 
　　 50～59 歳 37.5 33.4 4.1 29.4 28.9 0.5 
　　 60～69 歳 35.0 34.7 0.2 29.3 28.4 0.8
注：�2022 は JPSED2023，2018 は JPSED2019 より集計。なお，「公正だと感じ

た」は，「自分と同様の働き方をしている正規の職員・従業員がいる非正社
員」に限定して集計した。
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図 3　ワーク・エンゲイジメント（左）とワーカホリック（右）
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働き過ぎ 強迫的な働き方 ワーカホリック2022 ワーカホリック2018

増減（2022－2018） スコア
女性男性

雇用者全体のうちの 35.5％が，非正社員である自
分と同じように働いている正社員がいると感じて
おり，自分に対する評価は公正だと感じている非
正社員は 32.9％と低かった。非正社員の働き方に
対する評価の公正さに関する認識は厳しい状況に
あり，2018 年 30.9％から 2％ポイントの改善にと
どまっている。特に，男性 40 歳代，女性 30 歳代
での公正感がやや損なわれていた。雇用形態にか
かわらない公正な待遇の実現はこれからも課題で
ある。
　性別・年齢別などの集計を俯瞰すると，非正社
員自身の視点からは，非正社員と正社員の働き方
が同じであるほど，非正社員の働き方に対する評
価の公正さを欠くと感じているようにみえる。男
性では，年齢が高くなるにつれて，非正社員と同
じような正社員がいる割合が高くなる。2018 年
から 2022 年までの変化に着目すると，男女 20 歳
代では，非正社員と同じような働き方をする正社
員がいると答えた割合が減少し，自分の働き方に
対する評価は公正だと感じた割合が高まってい
た。
　以上をまとめると，不本意非正規の対象が若年
層から中高年層に移っている。その背景には，男
性中高年層で，非正社員と同じような働き方をす
る正社員が相対的に多いことが挙げられ，非正社
員の働き方に対する評価の公正さを損ねることに
もつながっている。これらの結果は，雇用形態が
多様化する中で，公正な処遇の実現に向けては，
とりわけ中高年の職務と処遇の再設計が求められ

ていることを示唆している。

２　労働者の厚生の変化

（1�）ワーク・エンゲイジメントとワーカホリック
　働き方改革関連法は，過労死やメンタルヘルス
の悪化など，過重労働がもたらしていたネガティ
ブな結果への対策として 1 つの区切りをつけるも
のであった。その施行後，労働のポジティブな側
面として注目されたのがワーク・エンゲイジメン
トである（厚生労働省 2019）。ワーク・エンゲイ
ジメントとは，仕事に関連するポジティブで充実
した心理状態であり，活力，熱意，没頭によって
特徴づけられる（島津 2014；Schaufeli et al. 2019）。
ワーク・エンゲイジメントが高い人ほど，生産性
が高いこともよく知られている 15）。
　では，2019 年の関連法施行の前後で，ワーク・
エンゲイジメントにどんな変化があったか。図
3・左に 2018 年と 2022 年の比較を示す 16）。ワー
ク・エンゲイジメントのスコアは年齢に対して U
字型をしており，若年層と高齢者層で高く，中堅
層では低い。経年変化をみると，男女ともに 20
歳代は，ワーク・エンゲイジメントのスコアがわ
ずか高まっており，増進した要素は，活力と没頭
である。逆に，60 歳代は男女ともにワーク・エ
ンゲイジメントがわずかに減少し，没頭の比率が
低下している。総じていえば，中堅の雇用者の
ワーク・エンゲイジメントの増進と，もともと高
い水準にあった高年齢者のワーク・エンゲイジメ
ントの維持が課題といえる。
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　表 4 で処理しきれないほどの仕事であふれてい
た人の増加を確認したが，仕事に追われた状態が
続くと，仕事中心性が高まり，ワーカホリックに
なりかねない。ワーカホリックとは，強迫的かつ
過度に働く傾向を表す（Schaufeli, Shimazu and 
Taris 2009）。この点について，2022 年と 2018 年
を比較すると（図 3・右）17），ほとんどの年齢層で，
ワーカホリックのスコアがわずかに高まってお
り，その主たる要因は「働きすぎ」であった。ま
た，男性 40 歳代，女性 30 歳代では，他の年齢階
層と比べて，強迫的な働き方の伸びが大きかっ
た。ワーカホリックはワーク・エンゲイジメント
と正の相関を持つが（大塚 2017），窪田・島津・
川上（2014）によると，就業中のストレスで消耗
した心理状態を回復させるリカバリー経験は，
ワーク・エンゲイジメントに正に，ワーカホリッ
クに負に関係する。労働時間の短縮による業務密
度の高まりがワーカホリックの状態を招かないよ
うに，疲労・体力の回復に努める必要があるとい
える。

（2�）家事時間と WLB ストレス，仕事満足度，
キャリア展望

　働き方改革による労働時間の短縮は，生活時間
の増大を意味する。では，平日の家事時間はどう
なったのか。JPSED の集計（表 6）によると，
2022 年の平日家事時間は 114.5 分で，2016 年よ
りも 17.1 分増えている。性別では，男性が約 60
～80 分，女性で約 100～190 分であり，30～40 歳
代の家事時間が約 20 分程度増えている。男女 20
歳代は，ワーク・ライフ・バランス（WLB）スト
レスがない人が約 5％ポイント増加しているが，
60 歳代は約 2％ポイント減少している。20 歳代
は，家事時間の増加に伴う WLB ストレスの低下
と仕事満足度の向上を同時に満たしている点が興
味深い 18）。
　「働く人々一人ひとりがよりよい将来の展望を
持てるようにする」という働き方改革のビジョン
に関連して，キャリア展望（今後のキャリアの見
通しが開けていた）をみると，2016 年に比べてわ
ずかに改善しているものの，2022 年でも全体
15.1％にとどまっており，キャリアの見通しがよ

表 6　平日家事時間，WLBストレス，仕事満足度，キャリア展望

平日家事時間
（分）

WLB ストレス
（なし＝1, ％）

仕事満足度
（満足＝1, ％）

キャリア展望
（開けていた＝1）

2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16
全体 114.5 97.4 17.1 30.5 29.2 1.3 40.6 36.5 4.1 15.1 14.4 0.7
男性 20～29 歳 65.0 51.5 13.5 32.2 27.3 4.9 44.3 36.9 7.4 24.7 21.1 3.6
　　 30～39 歳 81.1 61.3 19.8 23.6 23.9 －0.2 34.3 32.1 2.2 18.9 17.9 1.0
　　 40～49 歳 75.1 53.9 21.2 28.2 27.6 0.6 32.5 30.0 2.5 14.8 13.5 1.3
　　 50～59 歳 61.2 49.8 11.4 33.6 35.0 －1.4 34.1 32.5 1.6 12.1 11.7 0.4
　　 60～69 歳 66.2 46.6 19.6 49.7 52.1 －2.3 45.7 43.0 2.7 12.2 10.9 1.3
女性 20～29 歳 99.9 96.0 3.9 26.3 21.8 4.5 43.2 37.3 5.9 20.0 16.0 4.0
　　 30～39 歳 194.6 167.7 26.9 19.6 19.5 0.1 38.8 37.1 1.7 13.7 13.5 0.1
　　 40～49 歳 182.7 165.7 17.0 21.2 23.1 －1.9 40.0 37.2 2.8 10.9 12.5 －1.6
　　 50～59 歳 161.5 156.5 5.0 28.8 27.6 1.2 42.4 38.7 3.7 11.3 11.8 －0.5
　　 60～69 歳 178.2 168.0 10.2 38.4 40.8 －2.5 49.8 48.3 1.5 12.1 14.1 －2.0
所得下位 20％ 167.0 158.6 8.4 35.6 32.5 3.1 49.6 41.6 8.1 13.5 12.1 1.4
　20-40％ 123.1 109.9 13.2 29.4 27.6 1.7 38.5 35.0 3.4 11.5 12.0 －0.6
　40-60％ 100.1 83.4 16.6 28.6 27.7 0.9 36.0 32.7 3.3 13.4 13.2 0.2
　60-80％ 94.5 70.2 24.3 28.5 27.8 0.7 36.5 34.0 2.5 16.6 16.2 0.4
所得上位 20％ 74.7 57.8 16.9 29.7 30.3 －0.6 42.3 41.0 1.4 21.0 19.6 1.4
男性正社員 72.6 54.8 17.8 29.8 29.5 0.3 36.2 33.6 2.6 17.8 16.1 1.7
　　非正社員 62.9 51.2 11.7 43.9 40.5 3.4 44.2 37.2 7.0 12.1 12.1 0.0
女性正社員 141.3 124.0 17.3 23.3 23.1 0.2 38.5 36.4 2.1 15.3 15.7 －0.4
　　非正社員 183.8 170.3 13.5 30.5 27.3 3.2 47.3 41.1 6.3 12.2 11.9 0.3
注：2022 は JPSED2023，2016 は JPSED2017 より集計
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表 7　就業希望者の増減

非労働力に占める
就業希望者の割合 ミスマッチ わからない ライフイベント 健康

2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16 2022 2016 Δ22-16
全体 5.7 5.1 0.7 2.7 3.7 －1.0 0.8 0.4 0.3 0.6 0.0 0.6 1.6 0.8 0.8
男性 20～29 歳 10.8 6.6 4.2 5.6 4.4 1.2 3.2 1.2 2.0 0.1 0.0 0.1 1.9 1.1 0.8
　　 30～39 歳 14.2 11.8 2.4 4.8 4.4 0.5 4.7 4.0 0.7 0.0 0.9 －0.9 4.7 2.6 2.1
　　 40～49 歳 14.2 14.1 0.1 3.8 6.9 －3.2 3.2 1.9 1.4 0.7 0.6 0.1 6.5 4.7 1.8
　　 50～59 歳 17.0 13.4 3.6 6.8 6.7 0.0 2.9 1.2 1.7 1.5 1.2 0.3 5.8 4.2 1.6
　　 60～69 歳 6.7 5.3 1.3 4.0 4.4 －0.3 0.2 0.1 0.1 0.5 0.2 0.3 1.9 0.6 1.3
女性 20～29 歳 7.9 5.9 2.0 3.4 2.0 1.4 1.7 1.4 0.3 0.6 1.5 －0.9 2.2 1.1 1.1
　　 30～39 歳 5.4 6.0 －0.6 1.5 2.1 －0.6 0.7 0.6 0.0 1.7 2.5 －0.8 1.5 0.8 0.7
　　 40～49 歳 7.6 8.2 －0.6 3.8 3.8 －0.1 1.0 1.0 0.0 1.2 1.8 －0.7 1.6 1.6 0.1
　　 50～59 歳 5.0 6.4 －1.4 2.1 3.7 －1.6 0.3 0.6 －0.2 1.1 1.0 0.0 1.5 1.1 0.4
　　 60～69 歳 2.9 3.5 －0.6 1.6 2.7 －1.1 0.2 0.5 －0.3 0.5 0.1 0.4 0.6 0.2 0.4
ミスマッチ：自分の知識・能力にあう仕事がありそうにない，賃金・給料が希望にあう仕事がありそうにない，勤務時間・休日が希望にあう仕事
がありそうにない，勤務地が希望にあう仕事がありそうにない，希望する種類・内容の仕事がありそうにない，今の景気や季節では仕事がありそ
うにない，適当な仕事がありそうにない，わからない：仕事の探し方が分からない，やりたい仕事が何か分からない，ライフイベント：妊娠・出
産のため，育児・子育てのため，介護・看護のため，健康：健康上（身体面）の理由のため，健康上（精神面）の理由のため

いとはいいがたい。こうした中でも，男女 20 歳
代はキャリアの見通しが開けたと回答した人が約
3～4％ポイント増加していた。

３　非労働力における変化

就業希望者が求職活動をしていない理由
　一般的には，求職者の求職意欲と求職行動は，
景気変動に左右される。しかし，働き方改革に
よって，働き方や職場が魅力的になれば，非労働
力にある人の求職意欲も高まるかもしれない。
JPSED における 2022 年の非労働力人口に占める
就業希望者の割合（表 7）は 5.7％であり，2016
年よりも 0.7％ポイント増えている 19）20）。就業希
望者（就業を希望しているが，求職活動をしていな
い者）は，男性の若年層および 50 歳代で，2～3％
ポイント増加しており，仕事の探し方ややりたい
仕事が「よくわからない」，または，心身の「健
康」を理由とする人が増えている。女性は 20 歳
代を除いて，非労働力に占める就業希望者の割合
がわずかに減少している。女性の若年層では，ラ
イフイベントを理由とする人が減っている一方，
女性の 20 歳代では「ミスマッチ」，女性のすべて
の年齢階層で「健康」を理由とする人の割合が増
加していた。

Ⅴ　まとめとインプリケーション

　本稿では，働き方改革の進捗とその評価を行っ
た。最後にまとめとして，これまでの分析結果を
踏まえた，今後の働き方改革における課題を 5 つ
挙げる。

　①�若年層（20 歳代）は，長時間労働の是正や雇
用形態にかかわらない公正な待遇が進み，
WLB ストレスも軽減されていた。有給休暇
の取得率も高まっている。年齢階層別の中で
は，働き方改革が最もうまく進んでいるグ
ループであった。若年層に比べて適応しにく
い中堅層をターゲットにした取り組みが求め
られている。

　②�高年齢者では，高年齢者雇用安定法の改正に
伴い，65 歳までの継続雇用と雇用形態の多
様化が進む中で，残業時間の増加や正規・非
正規の働き方の類似とそれによる評価の不公
正感を経験している。高年齢者の職業能力・
職域を開発し，職務内容やジョブ・アサイン
メント，処遇の見直しも必要であろう。

　③�柔軟な働き方において，とくに働く時間や場
所の柔軟性を高めるうえで，テレワークの活
用が期待される。コロナ禍の経験を経て，テ
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 1）それぞれの変数の定義については，大久保・久米（2016）
を参照されたい。

 2）この調査は，調査前年 1 年間の個人の就業状態，所得，生活
実態などを，毎年追跡して調査を行い，全国の就業・非就業の
実態とその変化を明らかにすることを目的としている。全国
15 歳以上の男女を対象とする，インターネットモニター調査
であり，毎年 1 月に実施されている。サンプルサイズは毎年約
5 万～6 万人である。総務省統計局『労働力調査』のデータを
もとに，性別，年齢階層別，就業形態別，地域ブロック別，学
歴別の割付を行い，母集団を反映するように設計されている。
詳細は，https://www.works-i.com/surveys/panel_surveys/
panel.html を参照されたい。

 3）時給は，主な仕事からの年収（賞与などを含む）を年労働時
間（週労働時間×52 週）で除して求めた。

 4）厚生労働省『毎月勤労統計調査』の現金給与総額（就業形態
計）は 2016 年 31 万 5590 円，2022 年 32 万 5817 円で，年率
0.5％の伸びである。月間総実労働時間は，2016 年 143.7 時間，
2022 年 136.1 時間で，年率 0.9％減少している。これらから時
給を計算すると，2016 年 2196.7 円／時間，2022 年 2394.0 円／
時間で，年率で 1.4％伸びている。

 5）2021 年 4 月施行の改正高年齢者雇用安定法は，企業に対し
て 70 歳までの就業確保の努力義務を課している。60 歳代の労
働時間の増加には，この影響があるのかもしれない。

 6）週労働時間を 4 倍して求めた月実労働時間から，所定内労働
時間（週 40 時間×4 週）に月残業時間 45 時間を足した 205 時
間を差し引いて，正の値をとるときに，月 45 時間を超える残
業をしているとみなした。

 7）JPSED では，昨年 1 年間の有給休暇取得率を「すべて取得
できた（100％）」「おおむね取得できた（75％程度）」「おおよ
そ半分は取得できた（50％程度）」「少ししか取得できなかった

（25％程度）」「ほとんど取得できなかった（数％程度）」「有給
休暇はない（付与されていない）」で質問しているため，ここ
では，取得率 75％以上をみている。

 8）在宅勤務の生産性に関して，コロナ以降の日本の研究例であ
る Morikawa（2022）によれば，在宅勤務の生産性は平均的に
職場の 60～70％とかなり低い。とくに，新型コロナをきっか
けに在宅勤務を始めた人の生産性は平均約 58％と低かった。
久米・鶴・川上（2023）は，コロナ禍でのテレワークで生産
性が下がった背景には，もともと生産性の高かった人がコロナ
禍でテレワークを余儀なくされたことがあり，この負のショッ
クは徐々に緩やかになっていることを示している。

 9）ある労働時間の削減は，別のところでの多忙を招きうる。例
えば，Kuroda（2010）では，週休二日制の普及により月－金
曜日の平日の労働時間が長くなったことを示している。黒田・
山本（2011）は，正社員の平日の残業の増加は，非正規雇用
の深夜就業が増加させた可能性を指摘している。

10）リクルートワークス研究所（2020）は，JPSED を用いて，
ハラスメントの発生メカニズムと帰結について検証している。

11）雇用形態間の賃金の差を議論するためには，個人属性など説
明可能な部分とそれらでは説明できない部分に分ける必要があ
る。例えば，安井ほか（2019）によると，有期雇用労働者の
賃金は正社員よりも平均的には男女計で 36.5％低いが，学歴，
年齢，勤続年数，職種などの属性を制御すると，男女計，男性
のそれぞれで有期雇用労働者の時間当たり賃金は正社員よりも
8.8％，8.4％低く，女性の場合，平均的な賃金差がなくなった
ことを示している。

12）山本（2011）は，『慶應義塾家計パネル調査』（2004～10 年）
の個票データを用いて不本意非正規雇用者を分析して，不本意
型非正規雇用は不況期に増える傾向があり，就業形態の選択行
動やストレスの面における不本意型非正規者と失業者との類似
性を指摘している。

13）総務省『労働力調査』によると，非正規雇用労働者全体に占
める不本意非正規の割合は，2016 年 15.6％から 2022 年 10.3％
に減少している。とくに，25-34 歳の非正規雇用者においては，
不本意非正規率が 24.4％（2016 年）から 15.6％（2022 年）に
減少している。JPSED の不本意非正規率が低い理由ははっき
りしないが，JPSED の設問では，総務省『労働力調査』の設
問の選択肢に「家業だから・家族が事業をしているから」「自
分の体調で就業可能な仕事だから」の 2 つを加えて，合計 9 つ
の選択肢からあてはまるものを複数選ぶ形となっており，この
ことが回答の違いを生んでいた可能性がある。

14）守島（2009）は，日本では，格差を低く保つ平等原則（準
平等原則）から，組織や企業に対する貢献の大きさに応じて資
源を分配する衡平原則に移行しつつある点に着目して，従業員

レワークの利用者は増加したが，本稿の分析
によると，テレワークの実施による柔軟な働
き方の実現は，高所得層でのみ進展してい
る。業種・業態によるテレワークの利用可能
性の違いとそれがもたらす働き方の格差をど
う評価・是正できるかが問われている。

　④�労働時間の短縮とともに，業務負荷が増大
し，精神的に病んだ人がいたと回答した割合
が高まっていた。また，就業を希望していな
がら，求職活動をしていない理由として増え
ていたのは「健康」であった。働き方改革に
おいて，働いている人の健康状態を良好にす
ることが，離職後の求職活動も左右する点に
留意する必要がある。これを踏まえると，有
給休暇の取得を促し，心理的な疲労感の回復
を積極的に努める取り組みが望まれる。

　⑤�この数年間の働き方改革は，長時間労働の是
正をはじめとして，図 1 に示す生産性の分母
の削減に向けた取り組みであったといえる。
景気拡大の中で生産性を高め，売り上げを伸
ばし，賃金を増やすというこれまでの好循環
モデルに代わる，生産性の分子にあたる付加
価値の増進のための働き方改革を推進するこ
とは今後の大きな課題である。

　なお，実行会議や関連法のいくつかのテーマに
ついては，紙幅の都合や十分なサンプルサイズを
確保できないなどの理由から本稿の分析には取り
上げなかった 21）。本稿のテーマに関するより詳
細な分析も含めて，これらの分析については今後
の課題としたい。
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への評価（考課）結果の公開，評価（考課）結果に関する苦情
処理制度などが，個人レベルでの公正感に及ぼす影響を検証し
ている。

15）例えば，厚生労働省（2019）では，ワーク・エンゲイジメン
ト・スコアと，組織コミットメント，新入社員の定着率（入社
3 年後），従業員の離職率の低下との間には，正の相関がある
ことを示している。久米ほか（2021）は，ワーク・エンゲイジ
メントの高い正社員ほど，時間当たり賃金や仕事満足度が高く，
組織市民行動を行うが，転職意向が低いことを示している。

16）JPSED2019 から，ワーク・エンゲイジメントの設問が取り
入れられた。本稿では，活力「生き生きと働くことができてい
た」，熱意「仕事に熱心に取り組んでいた」，没頭「仕事をして
いると，つい夢中になってしまった」のそれぞれについて，

「あてはまる」「ややあてはまる」場合に 1，「どちらともいえ
ない」「ややあてはまらない」「あてはまらない」場合に 0 をと
る変数を作成し，それらを合計してワーク・エンゲイジメント
とした（最小値 0，最大値 3）。

17）ワーカホリックの 2 因子モデル（Schaufeli, Shimazu and 
Taris 2009）を参照して，働きすぎ「常に忙しく，一度に多く
の仕事に手を出していた」，強迫的な働き方「楽しくないとき
でさえ，一生懸命働くことが義務だと感じた」のそれぞれにつ
いて。あてはまる場合に 1，それ以外の場合に 0 の値をとる変
数に変換して，それらを合計した。

18）永井（2020）は，夫婦における仕事と家庭の二重負担につ
いて，仕事時間が大幅に減少することがなければ，二重負担に
ついての男女の負担を解消することは難しいが，両立可能な状
況であれば，二重の役割は仕事と家庭の両方での充実感をもた
らしうると論じている。

19）総務省『労働力調査』詳細集計によると，2022 年平均の非
労働力人口 4105 万人のうち，就業希望者数は 238 万人（5.8％）
である。

20）なお，就業意欲を持たなかった人の就業行動について，萩原
（2018）は，就業非希望者のうち，配偶者の妊娠や離職，離婚，
また，就業を希望しない理由が特にない場合に就業確率があが
ること，また，極端に短い求職期間で，紹介といった受け身の
手段により就職先を見つけていることを明らかにしている。

21）具体的には，転職・再就職支援，「高度プロフェッショナル
制度」の導入，「勤務時間インターバル制度」の導入促進，月
60 時間超残業に対する割増賃金引き上げである。このうち，
転職行動については，JPSED2023 で明らかにされた「転職希
望者の 87％は 1 年以内に転職していない」という事実を起点
として詳細分析をしているリクルートワークス研究所（2023）
を参照されたい。
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